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（評価書の要旨） 
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担当課 

（担当課長名）

土地・水資源局土地情報課 

（課長 麦島 健志） 

評価の目的、

必要性 

不動産に係る情報の収集・提供の重要な手段として運用を行っている不動産の取引価格情

報提供制度について、不動産市場の活性化、透明性・公正性の向上に向け、安定的な制度

として充実・発展するための課題を、他の不動産情報に係る施策との関連も含めて抽出す

るため、政策評価を実施する。 

対象政策 ・不動産の取引価格情報提供制度 

 

政策の目的 ・不動産市場の活性化、透明性・公正性の向上 

評価の視点 不動産の取引価格情報提供制度のこれまでの実績として、Ｗｅｂアクセス数、アンケート

調査の回収率、利用者の意見、国民の意識について調査。 

評価手法 ・Ｗｅｂアクセス数の分析 

・アンケート調査の回収状況を分析 

・不動産の取引価格情報の提供内容等についてＷｅｂ利用者アンケートを実施 

・不動産の取引価格情報の提供について、国民の意識調査を実施 

評価結果 ・Ｗｅｂアクセス数は、利用者の意見等を取り入れ対応した結果向上している。引き続分

かりやすい表示方法へとリニューアルを図る必要がある。 

・アンケート調査の回収率は２９％に留まっている。政府広報や関係業界団体の協力によ

り、調査開始当時からは回収率は向上しているものの、他の承認統計等の回収率と比べ

低い値となっている。地区別、取引主体別の回収率を踏まえつつ更なる普及啓発活動を

行う必要がある。 

・Ｗｅｂアンケートは「物件が少ない」、「個別事例を追加すべき」という結果であった。

アンケートに協力いただいた方のプライバシーに配慮して、物件の特定につながらない

ような情報を開示すべく平成１９年１０月より提供項目の見直しを行った。引き続き利

用者の意見等を踏まえ必要に応じて提供内容の検討を行っていく必要がある。 

・国民の意識調査の不動産取引に関する印象は、約７割の人が「難しそうで分かりにくい」

又は「何となく不安」と回答。また不動産取引時の参考情報は、約４割の人が不動産会

社からの情報に頼っている。官民情報の連携を図り不動産市場の活性化、透明性・公正

性の向上を図る必要がある。 

政策への 

反映の方向 

不動産市場の活性化、透明性・公正性の向上に向け 

・不動産の取引価格情報提供制度を更に推進する。 

・地価公示や不動産管理に係るデータと合わせ、不動産市場データベースとして一体的な

情報提供を行うとともに、レインズ、Ｊリート等、既に開示されている情報の特徴を最

大限に活かし、国民に対して重層的な提供ができるように検討を行っていく。 

・プライバシー保護を図りつつ地方公共団体の地価担当部局との情報共有を図るととも

に、今後、回収率の動向も踏まえ、土地利用政策や都市計画、住宅政策への利活用等も

検討を行っていく。 



土地市場の条件整備に向けて

市場メカニズムが適正に発揮されるための環境を整備するため、個別の不動産がもつ収益性等の適正な評価や、
利便性や収益性の判断に資する情報の提供が必要。

市場メカニズムが適正に発揮されるための環境を整備するため、個別の不動産がもつ収益性等の適正な評価や、
利便性や収益性の判断に資する情報の提供が必要。

土地に関する情報政策の体系

民間物件
情報

不動産取
引価格情
報

地価公示
不動産管
理に係る
データ

鑑定評価
に係る
データ

レインズ
土地基本
調査 等

Ｊリート

土地に関する
統計情報民間不動産情報投資不動産データ土地情報

不動産市場の活性化、透明性・公正性の向上

官民情報の連携（情報流通環境の整備（ＥＤＩ含む）

【安全安心な不動産取引・利用】
・市況や値付けの合理的な判断
・良質な既存住宅流通の円滑化
・市場参加者の増加
・資産の運用 等

国民国民

・適正な公的土地評価
・土地利用動向の把握
・経済政策への活用
・用地補償への活用 等

行政行政

【企業価値の向上】
・資産価値の適正評価
・多様なサービスの提供
・国内の年金資金、国際的な投資
資金の流入 等

企業企業

価格等に関する情報 品質等に関する情報

情報の利活用の促進に向けた取組み
（多言語対応、ITの活用含む）

 

第三者の 

知見活用 

・これまでの実績を検証し、提供内容等について改善すべき方法を検討し、安定的な取引

価格情報提供制度のあり方を検討するため、「取引価格情報の提供制度に関する検討委

員会」を設置した（検討委員会の構成員、議事概要、取りまとめ報告書は国土交通省ホ

ームページに掲載）。 

・評価にあたり、国土交通省政策評価会から意見を聴取（議事録及び配布資料は国土交通

省ホームページに掲載）。」 

実施時期 平成１８年度～平成１９年度 
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Ⅰ．評価の目的、必要性 

 １．評価の目的、必要性 

不動産に係る情報の収集・提供の重要な手段として運用を行っている不動産の取引

価格情報提供制度について、不動産市場の活性化、透明性・公正性の向上に向け、安

定的な制度として充実・発展するための課題を、他の不動産情報に係る施策との関連も

含めて抽出するため、政策評価を実施する。 

 

 ２．評価の視点 

 不動産の取引価格情報提供制度のこれまでの実績 

 Ｗｅｂアクセス数 

 アンケート調査の回収率 

 利用者の意見 

 不動産市場の透明性・公正性の工場 

 国民の意識について調査。 
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Ⅱ．不動産の取引価格情報提供制度の現状 

 

１． 背景 

  我が国の土地を取り巻く社会経済状況は、構造的に大きく変化しており、社会面におい

ては、世帯数は引き続き増加しているものの、人口は減少局面に入りつつある。経済面

においても、大量の土地を必要としない産業への産業構造の変化、会計制度の変更

や資金調達手法の多様化等の企業を取り巻く状況の変化など構造的に大きく変化し

ている。このような中で、既存の不動産ストックの維持・活用や良質な不動産ストック

の形成するための環境の整備が重要となってきている。 

適正な土地利用と適正な地価の形成を市場メカニズムによる調整を通じて実現するた

めには、市場において多様な選択の中で自らの責任で取引しようとする国民の不安感を

軽減し、取引主体間の情報格差を極力縮小した透明性・公正性の高い市場を形成する

ことが重要である。このため、取 引 価 格 情 報 を整 備 し適 切 に提 供 していくことが

益々重要な課題となってきている。 

 

２．経緯 

取引価格情報の提供制度については、市場の透明化、取引の円滑化・活性化等を図

るために早急に実現しなければならない重要な政策課題として、これまでもその必要性や

意義について指摘されてきた。 

 

○土地基本法（平成元年） 

    「個人の権利利益の保護に配慮しつつ、国民に対し、土地の所有及び利用の

状況、地価の動向等の土地に関する情報を提供するように努めるものとする。」 

 ○新総合土地政策推進要綱（平成９年閣議決定） 

   「有効利用に向けた土地取引の活性化のためには、・・・土地取引に関する規制

の緩和や土地情報の整備・提供等を進める。」 

 ○土地政策審議会意見取りまとめ（平成 11 年） 

   「売り手側に偏在する実売価格に関する情報を集約して、売り手買い手のどちら

にも偏らない中立的な形で、取引の関係者からの要請に応じて提供できるような仕

組みを検討すべきである。」 

 ○規制改革推進３か年計画（再改定）（平成 15 年３月閣議決定） 

「不動産取引価額情報の把握、開示に向けて、売買事例の把握と提供の在り方

等について、国土交通省を中心として法務省等関係省庁は連携して検討してい

く。」 

 ○国土審議会土地政策分科会建議（平成 15 年 12 月） 
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「物件が特定できないように配慮した情報提供が、現時点では、最も国民の理解

が得られやすい方法であると考えられる。」 

 ○規制改革・民間開放推進３か年計画（平成 16 年３月閣議決定） 

「幅広い国民の理解が得られるよう、実施上の課題も含めて、実績を通じて検証

していく」 

 ○規制改革推進のための 3 か年計画 

Ⅱ重点計画事項 

５ 住宅・土地 

（１）不動産取引価格情報開示の推進 

   不動産取引をめぐる価格等の不透明性のイメージを払拭し、取引の円滑化と公

正性の確保を図り、透明性・信頼性の高い不動産市場の促進をすることは、これま

で以上にその重要性を増している。不動産投資信託（J-REIT）の運用資産総額が

５兆円に達するなど、取引における情報開示が進む不動産証券化市場が拡大する

中で、一般の不動産取引においても、平成 18 年の４月からインターネットを通じた

開示システムが運用を開始し、アクセス数が 2,500 万件を超える等、一定の成果を

得ている。 

① 現状取引に関するアンケートについての回収率は 25％程度と低い水準にとど

まっており、「情報は見たいが、  

   自分の情報は開示したくない」という傾向が顕著であるため、今後は情報公開の

公益性や社会的責任などを国民に浸透させるよう努めるとともに、回収率向上

のための施策を検討する。【平成 18 年度検討・結論、平成 19 年度措置】（Ⅲ住

宅ア①ａ） 

② 取引価格情報提供制度について検討する際には、EDINET や J-REIT の情報と

リンクを張る、あるいは、一体的にそういう情報も取り入れて提供するなど、価格

情報を提供する全体の体系の中で情報を充実させる方策についても検討する。

【平成 18 年度検討・結論、平成 19 年度措置】（Ⅲ住宅ア①ｂ） 

③ 提供される内容について、駅までの距離や用途地域など周辺環境等の状況が

わかるものとし、それらを、地図上で重ねて見ることができるようにしたり、容積率

のデータや前面道路のデータを入れるなど使い勝手のよいものとする方策につ

いても検討する。【平成 18 年度検討・結論、平成 19 年度措置】（Ⅲ住宅ア①ｃ） 

④ 取引情報は個人情報を多分に含むことに留意しつつ、まずは地方公共団体の

地価担当部局と取引情報の共有化を図る。さらに、取引に関するアンケート調査

の回収率の動向を踏まえながら、景観価値の分析等政策目的の範囲内で行政

内部で横断的に情報を共有することについて、検討する。【平成 19 年度措置】

（Ⅲ住宅ア①ｄ） 

 

３．制度の概要 

平成 17 年度から、国土交通省は、法務省から売買による不動産取引の異動情報の提

供を受け、不動産の購入者に対して取引価格等に関する調査を行っている。調査によっ

て得られた情報は、標準地の地価公示価格の判定に役立てるとともに、個別の物件が特



 - 4 -

定できないよう配慮して、平成 18 年４月 27 日からインターネット（土地総合情報システム

（http://www.land.mlit.go.jp/webland/)を通じて四半期ごと国民一般に広く無償で提供さ

れている。 

提供内容は、個別の取引の情報について、土地の種類と取引の内容別（住宅地（更

地）、住宅地（建付地）、商業地（更地）、商業地（建付地）、工業地（更地）、工業地（建

付地）、マンション等、農地、林地 等）、住所（大字又は町名まで）、取引価格、取引

時期、土地の面積、建物の延床面積、建物の用途、建物の建築年、建物の構造、間

取り、都市計画の用途地域、土地の形状等の情報から成っており、四半期毎に四半

期単位でとりまとめた上で公表されている。 

調査対象地域は、平成 17 年度は三大都市圏を中心とする政令指定都市、平成 18 年

度は全国の政令指定都市を中心とする地域で行われており、平成 19 年度は、これまで

の対象地域に加え、全国の県庁所在都市など地価公示の対象地域にまで拡大されて

いる。 

物件の提供件数は平成２０年１月２２日時点で２１９，５４６件。うち土地のみの取引

８３，３４１件、土地と建物一括取引７９，７２７件、マンション等の取引４０，４６３件、そ

の他の取引（農地等）１６，０１５件となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 5 -

 

 

 

４．取引価格情報の収集状況 

 

取引価格情報は、国土交通省が法務省から提供を受けた登記異動情報に基づき購入

者にアンケート調査票を発送することで収集されている。法務省は、全国の電子情報処

理組織を用いて登記事務を取り扱う登記所における登記異動情報（※土地・建物の所有

権移転登記、区分所有建物の所有権移転登記及び保存登記等）を一筆又は一個の単位

で国土交通省に提供しており、平成 17 年 7 月から平成 19 年 10 月までに提供された登

記異動情報は約 795 万件となっている。さらに、国土交通省は、この登記異動情報に基

づきアンケート調査を実施するために、調査対象地域で購入者毎に絞り込みを行ってお

り、その数は約 186 万件となっている。このうち売買の契約年月日がアンケート調査の１

年以上前のものや購入者が海外に居住しているなど発送困難なものを除いた約 115 万

件に対してアンケート調査票が発送されている。回収件数は、約 33 万 4 千件で回収率は

約 29％となっている。この回収されたアンケート調査票をもとに地価公示の鑑定評価員

（不動産鑑定士）が現地確認を行い、前面道路の状況、最寄り駅からの距離、土地の形

状、用途地域などの行政的な条件を調査し、アンケート調査票に記入された価格情報と

合わせて一件毎に取引事例カードを作成している。 

取引価格情報 インターネット提供件数の推移
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Ⅲ．取引価格情報提供の意義 

取引価格情報の提供制度は、国民一般を対象に市場の透明性、取引の円滑化と公

正性等を図る目的で行われているものである。また、本制度は、個々の国民や関

係者が制度の意義を理解し、後から取引する人のために自分自身の取引価格を提

供することで成り立つものである。したがって、このような国民の理解と協力

を得る形での制度の充実、発展を図っていくことが取引価格情報の提供制度を

考える上においては重要である。 

取引価格情報の提供の意義については、「土地市場の条件整備の推進について」

（平成15年12月国土審議会土地政策分科会建議）において整理されている。近年、

公示価格などの公的土地評価の情報や取引価格情報に加え、指定流通機構（レイン

ズ）が保有する不動産取引の成約価格に関する情報やＪリートをはじめとする投資

用不動産に係る情報開示が進展するなど一般国民が入手できる価格情報が多様化

している。 

国民の意識調査では、不動産取引に対して「難しそうでわかりにくい」「何とな

く不安」という人が約７割となっている。取引当事者は、取引価格情報が開示され
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ることにより、実際のデータに基づいて市況や値付けの合理性等を定量的に判断す

ることができるようになり、不動産市場に対して国民が抱く不安感が軽減され、信

頼感が高まることが期待できる。 

近年、地価公示価格等に加え、指定流通機構（レインズ）が保有する不動産取引

の成約価格に関する情報やＪリートや東京証券取引所の適時開示を通じた投資用

不動産に係る情報、インターネットを通じて不動産業者が公開している情報など、

以前と比較すると国民が入手できる取引価格情報は急速に充実され、多様化して

きている。しかし、それぞれの情報だけでは取引価格について包括的に見ること

はできず、取引価格情報の提供制度のみが取引価格を包括的に見ることができる

唯一のものとなっている。取引価格情報が充実されることにより、市場の動向や

価格の分布をより的確に分析し、価格の妥当性について検証し判断することがで

きるようになり、市場の相場観の醸成に寄与することが期待できる。 

さらに、駅からの距離、前面道路の幅員等物件に関するより詳細な情報が開示さ

れることにより、民間事業者等がこれらの情報と取引価格との関係を回帰分析など

の統計手法で分析し、国民に分かりやすく提供するようになれば、駅に一分近づく

とどのくらい地価が上昇するのか、道路づけが変わるとどの程度地価が変動するの

かなどが分かるようになってくる。これにより、価格動向が、より客観的なデータ

として示されるようになり、不動産業者も一般の人が不動産を売買する際のアドバ

イスをより具体的かつ客観的なデータに基づき説明するといったことが可能とな

る。この結果、国民は客観的なデータに基づき、多様な選択肢の中で不動産を選

ぶことができるようになるとともに、国民と不動産業者が情報を共有することで

相互間の信頼性が高められることが期待でき、信頼産業としての不動産業の発達

にも大きく寄与するものと考えられる。 

これまでも、我が国の不動産市場は、様々な情報開示が進むことにより、次第に

その透明性の向上も図られてきたところである。しかしながら、国民が多様な選択

肢の中から居住形態を選択するとともに、金融と不動産の融合が進む中では、単に

大量の情報が提供されるだけでは不十分であり、客観的かつデータ処理可能な情報

開示が図れることが重要である。取引価格情報の提供制度は、このような新しい時

代の市場の透明性向上を図る上で、重要な役割を担っていく制度であると考えられ

る。 

 

Ⅳ．不動産の取引価格情報提供制度の実績 

１． Ｗｅｂアクセス数 

不動産取引価格情報のＷｅｂアクセス数は、公開から１年１１ヶ月で合計４千万件を超え

ており、本制度に対する国民ニーズの高さを表しているものと推察される。 

公表と同時にインターネット上で実施したアンケート調査結果によると、主な利用者は、
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一般の個人が 30.3％、不動産、金融・保険、建設業以外の一般事業者が約 19.3％、不動

産業者が 31.3％、建設業者が 6.3％、金融・保険業が 6.4％となっており、一般の利用者と

不動産に関係するいわゆる「プロ」がほぼ同じ割合となっていることから、不動産市場に

おいて情報の非対称性を軽減するという当初の政策目的は達成しているものと評価する

ことができる。 

利用目的別にみると、「個人的な不動産取引の参考として」が 41.4％、「業務での不動

産取引の参考」が 34.9％、「不動産市場動向分析」が 14.9％となっている。 
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２． アンケート調査の回収率 

アンケート回収率は約２９％に留まっているが、国土交通省が土地の売買当事者に対し

て実施している土地保有移動調査（※統計報告調整法に基づく承認統計。）の回収率

は約 55%となっており、取引価格調査の回収率は低い水準にとどまっている。取引

主体別では、法人からの回収率が 32.59％、個人からの回収率が 28.72％となって

いる。また地域別では取引件数の多い都市部における回収率が低くなっており、

特に東京都の法人からの回収率が 24.28％、大阪府の個人からの回収率が 20.76％

と低くなっている。 

 また、国土交通省が実施した意識調査結果では、物件が特定できるような提供方法

を了承する者は平成１５年度調査では約 40.8％、平成１８年度調査では約 45.7％と

なっているおり、取引価格情報の提供制度に対する国民の理解は一定程度確保され

てきていると考えられるものの、まだ制度が始まったばかりであり、プライバシー

の観点からの取引価格の開示に対する国民の不安も完全に払拭されているとはいえ

ない状況にあると考えられる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート回収率

20.00%

22.00%

24.00%

26.00%

28.00%

30.00%

32.00%

H1
7.
7

H1
7.
9

H1
7.
11

H1
8.
1

H1
8.
3

H1
8.
5

H1
8.
7

H1
8.
9

H1
8.
11

H1
9.
1

H1
9.
3

H1
9.
5

H1
9.
7

H1
9.
9

H1
9.
11

H18.4.27 提供開始 

 普及・啓発活動開始 



 - 10 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回収率の向上のためには、本制度の意義や必要性を国民に浸透させるとともに、

先ずは国民に本制度を利用してもらうことが重要である。そのため、平成１９年度

には、不動産の取引価格情報提供制度の浸透及び回収率向上を図るため、パンフレ

ットを作成し関係業界団体の協力を得て会員の方々や不動産購入希望者に配布を

行った。その結果、普及開発活動を行った以降の回収率は約３１％に向上している

主体別回収率（H17.7～H19.10）登記分
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とともに、平成１９年度から調査対象区域を全国としたことから、提供件数が約２

万件（平成１８年度平均）から約５万件（平成１９年度平均）へ増加した。 

 

３． 利用者の意見 

Ｗｅｂサイト利用者の取引価格開示に関する感想・意見等をみると、開示内容に

満足した利用者は 11.6％と低い割合となっている。満足していない理由としては、

「開示している物件が少ない」が 58.7％、「住居の表示方法がわかりにくい」が

24.7％、「データ表示に時間がかかる」が 13.9％となっており、回収率の向上とと

もに、提供システムの操作性の向上も課題であった。 

個別事例の開示内容に対する意見としては、「現行で良い」というものは 18.9％

に過ぎず、「前面道路の状況」「最寄り駅」「容積率」などの情報を追加すべきとい

う意見が多かった。 
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これらのことからも、調査対象地域を拡充し、回収率を向上させることにより情

報の開示件数を増やすとともに、提供項目を充実することにより、国民が使いや

すいものに改善していく必要があると判断した結果、以下の内容について拡充を

行い、平成１９年１０月よりＷｅｂサイトのリニューアルを行った。 

○調査対象区域を全国まで拡大 

○「前面道路の幅員・方位・種類」、「最寄り駅までの所要時間」、「容積率」等

提供項目の拡充 

○取引価格情報を提供する地区単位毎に、地価公示価格と都道府県地価調査価

格を連動表示 

○取引価格（㎡単価）と「前面道路の幅員」、取引価格（㎡単価）と「最寄り駅

までの所要時間」の相関関係を示す図を表示 

○背景地図をＡＳＰ地図配信サービスによる提供により、最新の地図情報を提

供 

○ＧＩＳデータを活用した検索機能を拡充 

○制度の仕組みや関連リンク集等を整備した広報サイトの作成 

 

Ｗｅｂサイトリニューアル以来アクセス数は向上している。 
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世田谷区成城地区のデータ

加工情報画面イメージ

※価格は実際の値とは異なります。

※世田谷区全体の
価格帯別（㎡単価）
取引件数情報
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４． 国民の意識 

国土交通省が実施した意識調査結果では、不動産取引に関する印象は、平成１５年

度の結果では約 78.7％の人が不動産の取引は「難しそうで分かりにくい」又は「何となく

不安」と感じているが、平成１８年度の結果では約 71.2％、平成１９年度の結果において

も引き続き約 65.2％となっており、その割合は減少しているが、依然として、不動産取引

に対して不安を抱いていることが推測される。 

また、不動産取引時の参考情報としては、平成１５年度の結果では約 77.7％の人が

「不動産会社からの情報」又は「不動産の情報誌」が上位であり、平成１８年度の結果で

は約 66.4％、平成１９年度の結果においても約 65.1％となっており、業界からの情報収

集が中心となっている。 
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不動産の取引価格情報の提供に関する国民の意識調査結果の概要（平成18年10月調査） 

１ 不動産取引に対する印象 
 

   Ｑ１ あなたは、土地やマンションの購入などの不動産の取引について、どのように感じてい

ますか。この中から１つお答えください。 

 不動産取引に対する印象について聞いたところ、「難しそうでわかりにくい」と答えた者の割

合が49.8％、「なんとなく不安」と答えた者の割合が21.4％、「他の物の取引と変わらないので

特に不安はない」と答えた者の割合が12.7％、「わかりやすくて簡単」と答えた者の割合が

1.5％、「その他」が2.5％、「わからない」が12.2％となっている。 

平成15年度調査と比較してみると、「難しそうでわかりにくい」と答えた者の割合が６ポイント減

少している。 

 性別、年齢別、不動産取引経験別、取引価格情報利用経験別での結果は、図１のとおりとなっ

ている。 

（図１） 

図１ 不動産取引に対する印象  
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 都市規模別にみると、「難しそうでわかりにくい」と答えた者の割合は町村で高くなっている。 

 不動産取引時の参照情報別にみると、「他の物の取引と変わらないので特に不安はない」と答

えた者の割合は、「地価公示等」「路線価、固定資産税評価額等」をあげた層で高くなっている。 

 土地の公共意識と土地価格情報開示に対する賛否別にみると、「難しそうでわかりにくい」と答

えた者の割合は反対で高くなっている。 

 取引価格情報公開制度の賛否別、自身の情報開示に対する気持ち別での結果は、表１のとお

りとなっている。（表１） 

表１ 不動産取引に対する印象 

 

 

該 

当 

者 

数 

に
く
い 

難
し
そ
う
で
わ
か
り 

な
ん
と
な
く
不
安 

不
安
は
な
い 

わ
ら
な
い
の
で
特
に 

他
の
物
の
取
引
と
変 

簡
単 

わ
か
り
や
す
く
て 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

 人      ％      ％      ％      ％      ％      ％

今 回 調 査 1,914 49.8  21.4  12.7  1.5  2.5  12.2  

〔 都 市 規 模 〕        

大     都     市 （ 小 計 ） 401 49.9  27.4  12.2  2.2  0.7  7.5  

  東 京 都 区 部 106 51.9  25.5  12.3  1.9  1.9  6.6  

  政 令 指 定 都 市 295 49.2  28.1  12.2  2.4  0.3  7.8  

中 都 市 816 49.6  21.3  13.5  1.0  3.1  11.5  

小 都 市 470 48.1  19.8  11.9  2.1  3.6  14.5  

町 村 227 53.7  14.1  12.8  0.4  0.9  18.1  

〔 不 動 産 取 引 時 の 参 照 情 報 〕        

不 動 産 の 情 報 誌 502 51.8  25.3  14.7  1.4  1.6  5.2  

広 告 419 50.1  26.5  15.5  0.7  1.4  5.7  

不 動 産 会 社 か ら の 情 報 770 51.3  26.5  14.3  1.3  1.3  5.3  

知 人 ・ 友 人 の 話 713 54.1  23.3  11.1  1.4  1.5  8.6  

地 価 公 示 等 323 40.9  27.2  22.6  2.8  0.3  6.2  

路 線 価 、 固 定 資 産 税 評 価 額 等 313 41.9  30.4  20.8  1.6  1.0  4.5  

不 動 産 の 取 引 価 格 情 報 303 43.2  28.7  18.5  4.0  1.0  4.6  

そ の 他 55 34.5  18.2  7.3  3.6  23.6  12.7  

わ か ら な い 295 52.5  5.1  4.7  0.3  3.1  34.2  
土 地 の 公 共 意 識 と 土 地 価 格 
情 報 開 示 に 対 す る 賛 否        

賛 成 1,123 47.9  24.7  15.3  1.9  2.0  8.2  

反 対 331 55.6  20.5  13.3  0.6  1.8  8.2  

わ か ら な い 460 50.2  13.9  6.1  1.1  3.9  24.8  

〔取引価格情報公開制度の賛否〕       

賛 成 1,212 50.3  23.3  15.1  1.5  2.1  7.6  

反 対 215 49.8  23.7  13.5  2.3  1.9  8.8  

わ か ら な い 487 48.5  15.4  6.6  1.0  3.5  25.1  

〔自身の情報開示に対する気持ち〕       

物 件 の 所 在 ・ 個 人 名 が 開 示 
さ れ た 詳 細 な 情 報 が ほ し い 

159 42.8  20.8  18.9  4.4  1.3  11.9  

物件の所在は開示された情報がほしい 715 50.9  24.2  14.3  1.5  1.5  7.6  

物件の所在・個人名を開示しない 
現 在 の 情 報 提 供 が よ い 

574 51.7  24.0  13.4  1.0  1.6  8.2  
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情報を提供することには反対である 204 53.4  17.6  10.8  1.5  5.9  10.8  

わ か ら な い 262 43.9  11.1  5.0  0.4  5.0  34.7  
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不動産会社からの情報

知人・友人の話

不動産の情報誌

広告

地価公示等

路線価、固定資産税評価額等

不動産の取引価格情報（注1）

その他

わからない（注2）

（注1）平成15年度調査では選択肢の設定がなかった。
（注2）平成15年度調査では「わからない」の設定はなく、何も答えなかった者を「無回答」として計上した。
　　　 ただし、今回調査でも「わからない」は回答者に提示していない。

(％)
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今  回  調  査（該当者数　1,914人）

平成15年度調査（該当者数　2,224人）

２ 不動産取引時の参考情報 
 

  Ｑ２ あなたは、不動産を買ったり、売ったりする際に、主にどのような情報を参考にしましたか。

または、どのような情報を参考にすると思いますか。この中からいくつでもお答えくだ

さい。 

 不動産取引時に主にどのような情報を参考にしたか、または、するか聞いたところ、「不動

産会社からの情報」と答えた者の割合が40.2％、「知人・友人の話」と答えた者の割合が

37.3％、「不動産の情報誌」と答えた者の割合が26.2％、「広告」と答えた者の割合が21.9％、

「地価公示等」と答えた者の割合が16.9％、「路線価、固定資産税評価額等」と答えた者の割

合が16.4％、「不動産の取引価格情報」と答えた者の割合が15.8％、「その他」が2.9％、「わか

らない」が15.4％となっている。 

平成15年度調査と比較してみると、「不動産会社からの情報」と答えた者の割合が９ポイント、

「知人・友人の話」と答えた者の割合が４ポイントそれぞれ減少している。（複数回答、図２） 

 

図２ 不動産取引時の参考情報 
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 性別にみると、「不動産会社からの情報」「地価公示等」「路線価、固定資産税評価額等」と

答えた者の割合は男性で高くなっている。 

 年齢別にみると、「不動産会社からの情報」と答えた者の割合は30歳代、40歳代で、「不動

産の情報誌」と答えた者の割合は20歳代、30歳代で、「地価公示等」および「路線価、固定資

産税評価額等」と答えた者の割合は50歳代で、「不動産の取引価格情報」と答えた者の割合

は40歳代、50歳代でそれぞれ高くなっている。 

 不動産取引経験別にみると、「不動産会社からの情報」「知人・友人の話」「不動産の取引

価格情報」と答えた者の割合は現在売買を考えている層で高くなっている。 

 取引価格情報利用経験別にみると、「知人・友人の話」は利用したことがある層で低くなって

いる。（複数回答、表２－１） 

 

表２－１ 不動産取引時の参考情報 

 

 

該
当
者
数 

不
動
産
会
社
か
ら
の
情
報 

知
人
・
友
人
の
話 

不
動
産
の
情
報
誌 

広
告 

地
価
公
示
等 

路
線
価
、
固
定
資
産
税
評
価
額
等 

不
動
産
の
取
引
価
格
情
報 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

 人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

今 回 調 査 1,914  40.2 37.3 26.2 21.9 16.9 16.4 15.8  2.9  15.4  

〔 性 〕     

男 性 877  42.4 36.7 27.0 22.5 20.0 19.0 16.4  2.9  11.2  

女 性 1,037  38.4 37.7 25.6 21.4 14.3 14.1 15.3  2.9  19.0  

〔 年 齢 〕     

2 0     歳     代 158  47.5 39.9 46.2 25.9 11.4 9.5 13.3  - 13.3  

3 0     歳     代 284  55.6 38.4 41.5 31.3 13.0 12.7 14.4  2.1  11.3  

4 0     歳     代 316  50.9 38.3 33.5 29.1 19.3 19.9 21.5  0.9  8.5  

5 0     歳     代 405  39.8 38.0 29.9 24.9 23.2 22.7 22.7  2.0  9.6  

6 0    歳    以    上 751  28.6 35.4 11.2 12.8 15.0 14.2 10.8  5.1  23.4  

〔 不 動 産 取 引 経 験 〕     

売 買 し たこ と が あ る （ 小 計 ） 700  46.4 35.7 27.4 27.0 19.6 21.0 18.7  3.1  6.7  

  買 っ た こ と が あ る 651  47.5 35.2 28.3 28.3 19.7 21.7 18.7  2.9  6.1  

  売 っ た こ と が あ る 220  47.3 34.1 23.6 22.7 20.0 22.3 20.9  2.7  8.2  

現 在 売 買 を 考 え て い る 70  58.6 44.3 32.9 20.0 21.4 21.4 28.6  - 1.4  

売 買 を し た こ と は な い 1,160  36.8 38.4 25.7 19.0 15.4 13.7 14.4  2.8  19.9  

〔 取 引 価 格 情 報 利 用 経 験 〕     

利 用 し た こ と が あ る 77  55.8 29.9 35.1 31.2 28.6 37.7 24.7  2.6  3.9  

利用したことはない（必要ない） 1,173  37.3 37.2 25.4 20.4 17.6 15.9 16.4  2.4  14.6  

情 報 提 供 を 知 ら な か っ た 664  43.7 38.3 26.7 23.5 14.2 14.6 13.9  3.8  18.2  
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 都市規模別にみると、「不動産の取引価格情報」と答えた者の割合は大都市、特に東京都

区部で高くなっている。 

 不動産取引に対する印象別、土地の公共意識と土地価格情報開示に対する賛否別、取引価

格情報公開制度の賛否別、自身の情報開示に対する気持ち別での結果は、表２－２のとお

りとなっている。 

（複数回答、表２－２） 

 

表２－２ 不動産取引時の参考情報（続き） 
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 人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

今 回 調 査 1,914 40.2 37.3 26.2 21.9 16.9 16.4  15.8  2.9  15.4 

〔 都 市 規 模 〕    

大     都     市 （ 小 計 ） 401 45.4 30.2 32.2 27.2 19.2 20.7  18.5  2.2  11.2 

  東 京 都 区 部 106 47.2 35.8 39.6 28.3 24.5 24.5  23.6  1.9  10.4 

  政 令 指 定 都 市 295 44.7 28.1 29.5 26.8 17.3 19.3  16.6  2.4  11.5 

中 都 市 816 44.4 37.3 27.2 24.1 16.2 14.6  14.6  2.7  13.1 

小 都 市 470 33.8 38.9 23.8 18.7 14.5 18.1  16.4  4.3  19.6 

町  村 227 29.5 46.3 17.2 11.0 20.3 11.5  14.5  1.8  22.5 

〔 不 動 産 取 引 に 対 す る 印 象 〕    

難 し そ う で わ か り に く い 953 41.4 40.5 27.3 22.0 13.9 13.7  13.7  2.0  16.3 

な ん と な く 不 安 409 49.9 40.6 31.1 27.1 21.5 23.2  21.3  2.4  3.7 

他の物の取引と変わらないので特
に不安はない 

244 45.1 32.4 30.3 26.6 29.9 26.6  23.0  1.6  5.7 

わ か り や す く て 簡 単 28 35.7 35.7 25.0 10.7 32.1 17.9  42.9  7.1  3.6 

そ の 他 47 21.3 23.4 17.0 12.8 2.1 6.4  6.4  27.7  19.1 

わ か ら な い 233 17.6 26.2 11.2 10.3 8.6 6.0  6.0  3.0  43.3 

土 地 の 公 共 意 識 と 土 地 価 格 
情 報 開 示 に 対 す る 賛 否 

   

賛 成 1,123 45.0 39.4 30.7 24.6 18.3 18.7  18.1  2.7  8.1 

反 対 331 45.0 38.4 24.5 23.6 20.2 17.2  16.6  2.4  11.8 

わ か ら な い 460 25.2 31.3 16.5 14.1 10.9 10.0  9.8  3.7  35.9 

〔取引価格情報公開制度の賛否〕    

賛 成 1,212 46.0 40.6 32.6 25.5 19.6 19.4  19.0  2.3  7.0 

反 対 215 41.4 38.6 23.3 18.1 21.9 16.3  19.5  3.3  10.7 

わ か ら な い 487 25.3 28.3 11.7 14.6 8.0 8.8  6.4  4.1  38.4 

〔自身の情報開示に対する気持ち〕    

物件の所在・個人名が開示された
詳細な情報がほしい 

159 34.0 38.4 27.0 20.1 15.1 17.0  17.0  1.9  10.1 
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物件の所在は開示された情報がほし
い 

715 45.7 42.2 31.6 24.5 18.7 20.6  18.7  1.8  6.6 

物件の所在・個人名を開示しない
現在の情報提供がよい 

574 48.1 37.3 29.1 26.7 20.0 17.6  17.9  2.3  10.1 

情報を提供することには反対である 204 37.3 36.3 23.5 20.6 16.7 14.7  13.7  5.4  18.1 

わ か ら な い 262 14.1 23.7 6.9 6.5 6.1 3.1  4.2  5.7  52.3 
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３ 土地の公共意識と土地価格情報開示に対する賛否 
 

  Ｑ３ 諸外国、特にヨーロッパでは、土地は国民全体の公共の財産であると考えられており、そ

の意識が美しい街づくりなどにも反映されています。土地が国民全体の公共の財産

であるという意識によって、土地の価格も、私有財産に関する情報ではあるものの、

一般に公表し活用することが適当であると考えられています。このような考え方をどう

思われますか。この中から１つお答えください。 

 土地の公共意識と土地価格情報開示に対する賛否について聞いたところ、「賛成」と答えた

者の割合が58.7％、「反対」と答えた者の割合が17.3％、「わからない」が24.0％となっている。 

平成15年度調査と比較してみると、「賛成」と答えた者の割合が９ポイント増加している。 

 性別、年齢別、不動産取引経験別、取引価格情報利用経験別での結果は、図３のとおりとなっ

ている。 

（図３） 

 

図３ 土地の公共意識と土地価格情報開示に対する賛否 
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（注）平成15年度調査では「わからない」を選択肢として回答者に提示したが、今回調査では提示していない。
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 都市規模別にみると、「賛成」と答えた者の割合は大都市、特に政令指定都市で高くなって

いる。 

 不動産取引に対する印象別、不動産取引時の参照情報別、取引価格情報公開制度の賛

否別、自身の情報開示に対する気持ち別での結果は、表３のとおりとなっている。（表３） 

 

表３ 土地の公共意識と土地価格情報開示に対する賛否 

 

 

該 

当 

者 

数 

賛 
 

成 
反 

 

対 

わ
か
ら
な
い 

 人       ％       ％       ％ 

今 回 調 査 1,914 58.7  17.3  24.0  

〔 都 市 規 模 〕     

大      都      市 （ 小 計 ） 401 64.1  13.7  22.2  

  東 京 都 区 部 106 56.6  15.1  28.3  

  政 令 指 定 都 市 295 66.8  13.2  20.0  

中 都 市 816 61.2  18.0  20.8  

小 都 市 470 55.7  18.3  26.0  

町  村 227 46.3  18.9  34.8  

〔 不 動 産 取 引 に 対 す る 印 象 〕     

難 し そ う で わ か り に く い 953 56.5  19.3  24.2  

な ん と な く 不 安 409 67.7  16.6  15.6  

他の物の取引と変わらないので特に不安はない 244 70.5  18.0  11.5  

わ か り や す く て 簡 単 28 75.0  7.1  17.9  

そ の 他 47 48.9  12.8  38.3  

わ か ら な い 233 39.5  11.6  48.9  

〔 不 動 産 取 引 時 の 参 照 情 報 〕     

不 動 産 の 情 報 誌 502 68.7  16.1  15.1  

広 告 419 65.9  18.6  15.5  

不 動 産 会 社 か ら の 情 報 770 65.6  19.4  15.1  

知 人 ・ 友 人 の 話 713 62.0  17.8  20.2  

地 価 公 示 等 323 63.8  20.7  15.5  

路 線 価 、 固 定 資 産 税 評 価 額 等 313 67.1  18.2  14.7  

不 動 産 の 取 引 価 格 情 報 303 67.0  18.2  14.9  

そ の 他 55 54.5  14.5  30.9  

わ か ら な い 295 30.8  13.2  55.9  

〔 取 引 価 格 情 報 公 開 制 度 の 賛 否 〕     

賛 成 1,212 73.3  14.5  12.1  

反 対 215 40.5  42.8  16.7  

わ か ら な い 487 30.2  12.9  56.9  

〔 自 身 の 情 報 開 示 に 対 す る 気 持 ち 〕     

物件の所在・個人名が開示された詳細な情報がほしい 159 71.7  10.7  17.6  

物 件 の 所 在 は 開 示 さ れ た 情 報 が ほ し い 715 72.3  13.4  14.3  

物件の所在・個人名を開示しない現在の情報提供がよい 574 59.2  21.4  19.3  

情 報 を 提 供 す る こ と に は 反 対 で あ る 204 43.6  34.3  22.1  

わ か ら な い 262 24.0  9.5  66.4  
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４ 取引価格情報公開制度の賛否 
 

  Ｑ４ 国土交通省が、今年の４月より、売買の参考となるよう、一部地域における不動産の取

引価格を一般に提供していることについてどうお考えになりますか。ただし、わが国で

は、諸外国とは異なり、取引した方の氏名や取引された不動産の詳しい所在などの

情報は提供していません。この中から１つお答えください。（注1） 

 取引価格情報公開制度の賛否について聞いたところ、「賛成」と答えた者の割合が63.3％、

「反対」と答えた者の割合が11.2％、「わからない」が25.4％となっている。 

平成15年度調査と比較してみると、「賛成」と答えた者の割合が４ポイント増加している。 

 性別、年齢別、不動産取引経験別、取引価格情報利用経験別での結果は、図４のとおりとなっ

ている。 

（図４） 

図４ 取引価格情報公開制度の賛否 
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（注1）平成15年度調査では「取引価格情報公開制度導入の賛否」について質問した。　　　　　　　　　　　　
（注2）平成15年度調査では「わからない」を選択肢として回答者に提示したが、今回調査では提示していない。
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 都市規模別にみると、「賛成」と答えた者の割合は町村で低くなっている。 

 不動産取引に対する印象別、不動産取引時の参照情報別、土地の公共意識と土地価格情

報開示に対する賛否別、自身の情報開示に対する気持ち別での結果は、表４のとおりとなっ

ている。（表４） 

表４ 取引価格情報公開制度の賛否 

 

 

該 

当 

者 

数 

賛 
 

成 

反 
 

対 

わ
か
ら
な
い 

 人       ％       ％       ％ 

今 回 調 査 1,914 63.3  11.2  25.4  

〔 都 市 規 模 〕     

大      都      市 （ 小 計 ） 401 62.3  15.5  22.2  

  東 京 都 区 部 106 64.2  11.3  24.5  

  政 令 指 定 都 市 295 61.7  16.9  21.4  

中 都 市 816 66.8  9.9  23.3  

小 都 市 470 61.5  8.9  29.6  

町  村 227 56.4  13.2  30.4  

〔 不 動 産 取 引 に 対 す る 印 象 〕     

難 し そ う で わ か り に く い 953 64.0  11.2  24.8  

な ん と な く 不 安 409 69.2  12.5  18.3  

他の物の取引と変わらないので特に不安はない 244 75.0  11.9  13.1  

わ か り や す く て 簡 単 28 64.3  17.9  17.9  

そ の 他 47 55.3  8.5  36.2  

わ か ら な い 233 39.5  8.2  52.4  

〔 不 動 産 取 引 時 の 参 照 情 報 〕     

不 動 産 の 情 報 誌 502 78.7  10.0  11.4  

広 告 419 73.7  9.3  16.9  

不 動 産 会 社 か ら の 情 報 770 72.5  11.6  16.0  

知 人 ・ 友 人 の 話 713 69.0  11.6  19.4  

地 価 公 示 等 323 73.4  14.6  12.1  

路 線 価 、 固 定 資 産 税 評 価 額 等 313 75.1  11.2  13.7  

不 動 産 の 取 引 価 格 情 報 303 75.9  13.9  10.2  

そ の 他 55 50.9  12.7  36.4  

わ か ら な い 295 28.8  7.8  63.4  

〔土地の公共意識と土地価格情報開示に対する賛否〕     

賛 成 1,123 79.2  7.7  13.1  

反 対 331 53.2  27.8  19.0  

わ か ら な い 460 32.0  7.8  60.2  

〔 自 身 の 情 報 開 示 に 対 す る 気 持 ち 〕     

物件の所在・個人名が開示された詳細な情報がほしい 159 74.8  10.1  15.1  

物 件 の 所 在 は 開 示 さ れ た 情 報 が ほ し い 715 80.7  6.2  13.1  

物件の所在・個人名を開示しない現在の情報提供がよい 574 68.3  12.4  19.3  

情 報 を 提 供 す る こ と に は 反 対 で あ る 204 37.3  33.8  28.9  

わ か ら な い 262 18.3  5.7  76.0  
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不動産の値付けがより適正になされる
ようになる

不動産の売買がやりやすくなる

不動産取引が活発になり、経済の活性
化が期待できる

その他

わからない

（注）平成15年度調査では「わからない」の設定はなかったが、何も答えなかった者は皆無であった。
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今  回  調  査（該当者数　1,212人）
平成15年度調査（該当者数　1,316人）

５ 取引価格情報公開制度に賛成する理由 
 

  Ｑ４ＳＱ１ 賛成する理由は何ですか。この中からいくつでもお答えください。 

 取引価格情報公開制度に賛成の理由を聞いたところ、「不動産の値付けがより適正になさ

れるようになる」と答えた者の割合が65.4％、「不動産の売買がやりやすくなる」と答えた者の

割合が39.7％、「不動産取引が活発になり、経済の活性化が期待できる」と答えた者の割合

が19.9％、「その他」が1.3％、「わからない」が1.9％となっている。 

平成15年度調査と比較してみると、「不動産の売買がやりやすくなる」と答えた者の割合が９

ポイント、「不動産取引が活発になり、経済の活性化が期待できる」と答えた者の割合が６ポイ

ントそれぞれ減少している。（複数回答、図５） 

 

図５ 取引価格情報公開制度に賛成する理由 

 取引価格情報公開制度に 

 賛成と答えた者に 
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 性別にみると、「不動産の値付けがより適正になされるようになる」および「不動産取引が活

発になり、経済の活性化が期待できる」と答えた者の割合は男性で、「不動産の売買がやり

やすくなる」と答えた者の割合は女性でそれぞれ高くなっている。 

 年齢別にみると、「不動産の値付けがより適正になされるようになる」と答えた者の割合は

40歳代で、「不動産の売買がやりやすくなる」と答えた者の割合は20歳代、30歳代でそれぞ

れ高くなっている。 

 不動産取引経験別にみると、「不動産の売買がやりやすくなる」と答えた者の割合は現在売

買を考えている層で高くなっている。 

 取引価格情報利用経験別にみると、「不動産取引が活発になり、経済の活性化が期待でき

る」と答えた者の割合は利用したことがある層で高くなっている。 

 都市規模別にみると、「不動産の売買がやりやすくなる」と答えた者の割合は東京都区部で

高くなっている。（複数回答、表５） 

 

表５ 取引価格情報公開制度に賛成する理由 

 

 

該 

当 

者 

数 

う
に
な
る 

り
適
正
に
な
さ
れ
る
よ 

不
動
産
の
値
付
け
が
よ 

や
す
く
な
る 

不
動
産
の
売
買
が
や
り 

が
期
待
で
き
る 

な
り
、
経
済
の
活
性
化 

不
動
産
取
引
が
活
発
に 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

 人      ％      ％      ％      ％      ％ 

今 回 調 査 1,212 65.4  39.7  19.9  1.3  1.9  

〔 性 〕       

男 性 619 67.5  37.8  21.8  1.1  2.1  

女 性 593 63.2  41.7  17.9  1.5  1.7  

〔 年 齢 〕       

2 0     歳     代 118 55.9  44.1  24.6  0.8  0.8  

3 0     歳     代 194 67.5  42.3  20.6  0.5  1.0  

4 0     歳     代 224 74.6  37.1  14.7  0.9  1.3  

5 0     歳     代 283 69.3  40.6  21.9  1.4  0.7  

6 0    歳    以     上 393 59.3  37.9  19.6  2.0  3.8  

〔 不 動 産 取 引 経 験 〕       

売 買 し た こ と が あ る （ 小 計 ） 486 67.7  38.9  22.0  1.4  1.0  

  買 っ た こ と が あ る 458 68.3  39.1  21.6  1.3  1.1  

  売 っ た こ と が あ る 153 68.6  37.3  27.5  2.0  1.3  

現 在 売 買 を 考 え て い る 50 68.0  48.0  30.0  - 2.0  

売 買 を し た こ と は な い 695 64.2  39.4  18.6  1.2  2.4  

〔 取 引 価 格 情 報 利 用 経 験 〕       

利 用 し た こ と が あ る 62 62.9  41.9  25.8  1.6  3.2  

利 用 し た こ と は な い （ 必 要 な い ） 736 64.5  37.1  19.4  1.5  2.0  

情 報 提 供 を 知 ら な か っ た 414 67.4  44.0  19.8  1.0  1.4  

〔 都 市 規 模 〕       

大     都     市 （ 小 計 ） 250 68.4  37.6  18.8  1.6  1.6  
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  東 京 都 区 部 68 70.6  50.0  26.5  - 1.5  

  政 令 指 定 都 市 182 67.6  33.0  15.9  2.2  1.6  

中 都 市 545 67.0  38.9  18.3  0.9  1.8  

小 都 市 289 62.6  43.3  23.5  2.4  2.4  

町 村 128 59.4  39.1  20.3  - 1.6  
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プライバシーが侵害されるおそれがあ
るため(注1)

不動産の売買がやりにくくなる

不動産の値付けは現在手に入る情報で
適正にできている

不動産取引が活発になることは期待で
きない

その他

わからない（注2）

（注1）平成15年度調査では選択肢の設定がなかった。
（注2）平成15年度調査では「わからない」の設定はなく、何も答えなかった者を「無回答」として計上した。
　　　 ただし、今回調査でも「わからない」は回答者に提示していない。
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今  回  調  査（該当者数　215人）

平成15年度調査（該当者数　227人）

６ 取引価格情報公開制度に反対する理由 
 

  Ｑ４ＳＱ２ 反対する理由は何ですか。この中からいくつでもお答えください。 

 取引価格情報公開制度に反対の理由を聞いたところ、「プライバシーが侵害されるおそれ

があるため」と答えた者の割合が68.4％、「不動産の売買がやりにくくなる」と答えた者の割合

が17.2％、「不動産の値付けは現在手に入る情報で適正にできている」および「不動産取引

が活発になることは期待できない」と答えた者の割合がともに9.3％、「その他」が5.1％、「わか

らない」が5.6％となっている。 

平成15年度調査から回答選択肢の設定が変わったため単純な比較はできないが、「不動産取

引が活発になることは期待できない」と答えた者の割合が大きく減少している。（複数回答、図

６） 

 

図６ 取引価格情報公開制度に反対する理由 

 取引価格情報公開制度に 

 反対と答えた者に 
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 性別にみると、「プライバシーが侵害されるおそれがあるため」と答えた者の割合は女性で、

「不動産の売買がやりにくくなる」「不動産取引が活発になることは期待できない」と答えた者

の割合は男性でそれぞれ高くなっている。 

 年齢別、不動産取引経験別、取引価格情報利用経験別、都市規模別の結果は表６のとお

りであるが、いずれも属性の該当者数が少ないため参考程度にとどめておく必要がある。（複

数回答、表６） 

 

 

表６ 取引価格情報公開制度に反対する理由 

 

 

該 

当 

者 

数 

た
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さ
れ
る
お
そ
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あ
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プ
ラ
イ
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シ
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に
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情
報
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産
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付
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で
き
な
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に
な
る
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と
は
期
待 

不
動
産
取
引
が
活
発 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

 人      ％      ％      ％      ％      ％      ％

今 回 調 査 215  68.4  17.2  9.3  9.3  5.1  5.6  

〔 性 〕        

男 性 101  66.3  20.8  8.9  12.9  4.0  5.0  

女 性 114  70.2  14.0  9.6  6.1  6.1  6.1  

〔 年 齢 〕        

2 0     歳     代 16  75.0  18.8  6.3  12.5  - - 

3 0     歳     代 29  69.0  10.3  13.8  13.8  6.9  3.4  

4 0     歳     代 31  74.2  12.9  6.5  6.5  3.2  6.5  

5 0     歳     代 53  73.6  17.0  11.3  11.3  1.9  1.9  

6 0    歳    以    上 86  61.6  20.9  8.1  7.0  8.1  9.3  

〔 不 動 産 取 引 経 験 〕        

売 買 し たこ と が あ る （ 小 計 ） 88  75.0  15.9  6.8  10.2  8.0  1.1  

  買 っ た こ と が あ る 82  76.8  13.4  7.3  9.8  7.3  1.2  

  売 っ た こ と が あ る 28  60.7  35.7  14.3  10.7  3.6  3.6  

現 在 売 買 を 考 え て い る 9  55.6  33.3  22.2  11.1  - - 

売 買 を し た こ と は な い 123  64.2  18.7  9.8  8.1  3.3  8.9  

〔 取 引 価 格 情 報 利 用 経 験 〕        

利 用 し た こ と が あ る 9  77.8  33.3  11.1  11.1  - - 

利用したことはない（必要ない） 138  65.9  20.3  8.7  9.4  5.1  5.8  

情 報 提 供 を 知 ら な か っ た 68  72.1  8.8  10.3  8.8  5.9  5.9  

〔 都 市 規 模 〕        

大    都    市（小計） 62  82.3  12.9  3.2  9.7  4.8  4.8  

  東 京 都 区 部 12  100.0  8.3  8.3  8.3  - - 

  政 令 指 定 都 市 50  78.0  14.0  2.0  10.0  6.0  6.0  

中 都 市 81  64.2  21.0  12.3  9.9  2.5  6.2  

小 都 市 42  61.9  16.7  16.7  9.5  4.8  7.1  

町 村 30  60.0  16.7  3.3  6.7  13.3  3.3  
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Ⅴ．評価結果 

 これまでの実績から、「不動産取引価格情報の開示‐土地市場の条件整備」の評価は以下

のとおりである。 

 

 Ｗｅｂアクセス数は、利用者の意見等を取り入れ対応した結果向上している。引き続分かりや

すい表示方法へとリニューアルを図る必要がある。 

 アンケート調査の回収率は約２９％に留まっている。政府広報や関係業界団体の協力により、

直近数ヶ月の回収率は約３１％と、調査開始当時から回収率は向上しているものの、他の承

認統計等の回収率と比べ低い値となっている。今後は、地区別、取引主体別の回収率を踏

まえつつ更なる普及啓発活動を行う必要がある。 

 Ｗｅｂアンケートは「物件が少ない」、「個別事例を追加すべき」という結果であった。アンケー

トに協力いただいた方のプライバシーに配慮して、物件の特定につながらないような情報を

開示すべく平成１９年１０月より提供項目の見直しを行った。引き続き利用者の意見等を踏ま

え必要に応じて提供内容の検討を行っていく必要がある。 

 国民の意識調査の不動産取引に関する印象は、約７割の人が「難しそうで分かりにくい」又

は「何となく不安」と回答。また不動産取引時の参考情報は、約４割の人が不動産会社から

の情報に頼っている。官民情報の連携を図り不動産市場の活性化、透明性・公正性の向上

を図る必要がある。 

 

Ⅵ．今後の取組み 

不動産取引に関する印象は、７割りの人が「難しそうで分かりにくい」、「何となく不安」と回

答。また不動取引時の参考情報は、４割の人が不動産会社からの情報に頼っている。土地

市場の条件整備に向けた情報誌策として、不動産市場の活性化、透明性・公正性の向上の

ために 

 

○総合評価で記述した取組み等を進めることにより、取引価格情報提供制度を更に推進。 

 

○地価公示や不動産管理に係るデータと合わせ、不動産市場データベースとして一体的

な情報提供を行うとともに、レインズ、Ｊリート等、既に開示されている情報の特徴を最大

限に活かし、国民に対して重層的な提供ができるように検討を行っていく。 

  

○取引価格情報は、適正な地価の形成等土地政策にとって極めて有用な情報。このため、

プライバシー保護を図りつつ地方公共団体の地価担当部局との情報共有を図るとともに、
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今後、回収率の動向も踏まえ、土地利用政策や都市計画、住宅政策への利活用等も検

討を行っていく。                

 

土地市場の条件整備に向けて

市場メカニズムが適正に発揮されるための環境を整備するため、個別の不動産がもつ収益性等の適正な評価や、
利便性や収益性の判断に資する情報の提供が必要。

市場メカニズムが適正に発揮されるための環境を整備するため、個別の不動産がもつ収益性等の適正な評価や、
利便性や収益性の判断に資する情報の提供が必要。

土地に関する情報政策の体系

民間物件
情報

不動産取
引価格情
報

地価公示
不動産管
理に係る
データ

鑑定評価
に係る
データ

レインズ
土地基本
調査 等

Ｊリート

土地に関する
統計情報民間不動産情報投資不動産データ土地情報

不動産市場の活性化、透明性・公正性の向上

官民情報の連携（情報流通環境の整備（ＥＤＩ含む）

【安全安心な不動産取引・利用】
・市況や値付けの合理的な判断
・良質な既存住宅流通の円滑化
・市場参加者の増加
・資産の運用 等

国民国民

・適正な公的土地評価
・土地利用動向の把握
・経済政策への活用
・用地補償への活用 等

行政行政

【企業価値の向上】
・資産価値の適正評価
・多様なサービスの提供
・国内の年金資金、国際的な投資

資金の流入 等

企業企業

価格等に関する情報 品質等に関する情報

情報の利活用の促進に向けた取組み
（多言語対応、ITの活用含む）
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【参考】取引価格情報の提供制度に関する検討委員会 

 

１．検討委員会設置の趣旨 

  不動産市場の透明化、取引の円滑化・活性化等を図ることを目的に、平成１７年度から取

引価格等の調査を開始し、平成１８年４月からインターネットを通じて情報提供を開始した。 

  取引価格情報の提供制度については、「規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）

（平成１８年３月３１日閣議決定）において、これまでの提供結果等を踏まえ、安定的な取引

価格情報提供制度のあり方について検討し、結論を得ることとされた。 

  このため、これまでの実績を検証し、提供内容等について改善すべき方法を検討し、安定

的な取引価格情報提供制度のあり方について検討するため、土地・水資源局内に検討委

員会を設置した。 

 

 ２．委員 

委員長 山野目章夫  早稲田大学大学院法務研究科教授       

委 員  浅見 泰司   東京大学空間情報科学研究センター副センタ－長 教授  

         阿曽 香     リクルート住宅総合研究所主任研究員 

         市村 重治   （社）不動産協会企画委員長 

         井手 博信   （社）全日本不動産協会常務理事 

         清水 千弘   麗澤大学国際経済学部助教授   

         長谷部恭男  東京大学法学部教授    

         福士 正     （社）全国宅地建物取引業協会連合会専務理事 

         前川 俊一   明海大学不動産学部教授    

         増田 修造   （社）日本不動産鑑定協会副会長 

            ＊肩書きは平成 19 年２月現在 （五十音順） 

３．審議の経過 

  ○第１回（平成 18 年 10 月 13 日（金）） 

・委員会設置の趣旨 

・取引価格情報の提供制度の現状と課題 

・検討の進め方 

○第２回（平成 18 年 11 月 17 日（金）） 

・安定的な情報提供体系はどうあるべきか 

・提供されるべき取引価格情報のあり方 

・安定的制度に向けた回収率の向上方策はどうあるべきか 

○第３回（平成 18 年 12 月 25 日（月）） 
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 ・法制化についての検討 

 ・取引価格情報の拡充案等について 

 ・検討委員会とりまとめ骨子案について 

○第４回（平成 19 年２月９日（金）） 

 ・最終とりまとめについて 
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平成１９年２月２１日 

 

 

 

 

 

 

 

取引価格情報の提供制度に関する検討委員会取りまとめについて 

 

国土交通省では、取引価格情報の提供制度について「規制改革・民間開放推進３か年計

画（再改定）」（平成１８年３月３１日閣議決定）において、これまでの提供結果を踏まえ、安定

的な制度のあり方について検討し、結論を得ることとなっていることから、昨年１０月に「取引

価格情報の提供制度に関する検討委員会」（委員長：山野目 章夫 早稲田大学大学院法務

研究科教授）を設置し、これまでの実績の検証、提供内容等について改善すべき方法や安定

的な取引価格情報のあり方などについて、４回にわたって委員会を開催し、検討を進めて参

りました。 

今般、別添の通り、報告書が取りまとめられましたので、お知らせいたします。 

なお、第４回検討委員会（平成１９年２月９日開催）の議事要旨も併せて、お知らせ致しま

す。 

 

検討委員会 

 

（１）安定的な制度に向けた取り組み 

・取引価格情報の提供制度は、一時的なものとするのではなく、先ずは、取引価格情

報の提供内容を充実し、国民が利用しやすいものに改善すべきである。本制度の社

会的な意義について国民に浸透させることにより、制度の安定性と回収率の向上を

図るべき。 

・本制度が定着していく中で、自らの取引価格の公開に対する国民の意識の変化も踏

まえ、情報提供のあり方や取引価格情報の収集方法について必要な見直しを行う

とともに、取引価格情報の利活用の推進についても法制的な検討も進めることが

必要。 

（２）制度の充実に向けた取り組み 

①提供内容の改善 

・現在の提供内容に加え、以下に示すような情報を追加することを検討すべき。 

（更地の場合） 

最寄り駅までの所要時間、前面道路の方位及び幅員、容積率、建ぺい率 

検討委員会とりまとめのポイント 

〔問い合わせ先〕 
土地・水資源局土地情報課 
土地情報企画官 四日市（内線 30-212）
企画第１係長  新保 （内線 30-213）
情報係長    齋藤 （内線 30-244）
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（建付地の場合） 

最寄り駅までの所要時間、前面道路の方位及び幅員、容積率、建ぺい率、建物の

建築年（単年度） 

（マンション等の場合） 

最寄り駅までの所要時間、建物の方位、建ぺい率、容積率、建物の建築年（単年

度） 

 

・取引価格情報を提供する地区単位毎（町又は大字単位）に取引価格情報と地価公示

価格等が連動して見ることができるよう検討すべき。 

・地理情報システム（GIS）を活用して情報提供できる仕組みを整備し推進すべき。 

 

②  収集方法の改善 

・業界団体のホームページとの相互リンクやパンフレット等を宅建業者を通じて不動

産購入希望者に直接配布するなど本制度の利用とアンケート調査への協力を促

すための普及・啓発活動を検討すべき。 

・アンケート調査票の記載事項について、できるだけ簡素で分かりやすい調査票に改

善するよう検討すべき。将来的には、インターネット等を活用してアンケート調査票

の電子申告ができるよう検討すべき。 

・Ｊリートなど既に公開されている情報については、国土交通省自らが収集すること

で、アンケート調査を省略し、不動産鑑定士による現地調査と取引事例カードの

作成のみを行うことを検討すべき。 

・取引件数の少ない県庁所在都市以外の地域で調査を実施する場合には、物件の特

定を避けるとともに、鑑定評価員の現地調査等の負担が増えることから、四半期別

の公表ではなく、半期別の公表にするなどの措置を検討すべき。 

 

（３）今後の進め方 

・取引価格情報の提供内容や取引価格の公開に対する国民の意識等について定期

的にフォローアップを行い、その結果、法制化等も視野に入れつつ、安定的な制度の

構築に向けて必要に応じて制度の見直しを行うべきである。 

 

 

〔添付資料〕 

・ 取引価格情報の提供制度に関する検討委員会取りまとめ 

・ 検討委員会取りまとめ後の具体的な進め方について 

・ 第４回取引価格情報の提供制度に関する検討委員会の結果について 
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